
平成31年度

事業報告書

社会福祉法人　ゆたか会



１．はじめに 

 

平成 31 年度は、中期経営戦略をもとに事業計画を立てるという方向で、それぞれの事

業において①地域貢献の視点、②財務の視点、③顧客の視点、④業務プロセスの視点、⑤

学習と成長の視点という区分ごとに重点課題を設定し、それを実現していくための具体的

な実施内容をあげて取り組んできた。その結果、各事業所の管理者が、所属している職員

に対して目標を明確にし、共通認識をもって業務にあたることができるようになったので

はないかと考えている。 

 建築工事が遅延し開設が遅れていた THREE-Pの整備事業についても、９月から多機能型

事業所として開設することができた。しかし、当初の計画とずれが生じた結果、自立訓練

事業については利用者の確保が難しく、予定していた人数よりも少ない利用者数で事業を

進めざるを得ない状況になった。 

 働き方改革の視点からは、ゆたか会に所属する職員がやりがいをもって働ける環境を作

っていく必要があるということから、組織体制等検討委員会を立ち上げ、「組織体制」「キ

ャリアパス」「人事考課」「給与制度」について、どのような形で取り組んでいくか検討を

重ねてきた。結果として、組織体制が明確になったことにより、今後の法人運営について

道筋が見えてきた。キャリアパス、人事考課、給与制度については、令和２年度から運用

が開始できることになった。また、すべての事業所にタイムカードを導入することもでき

るようになったことから、一人ひとりの職員が自らの働き方について意識することができ

るようになるのではないかと考えている。 

 事業運営については、各事業所の事業実績と収支状況を管理者会議で毎月報告すること

により、それぞれの事業所の管理者が法人全体の状況や他事業所の動きを共有することが

できたことは有意義であった。 

上記のように平成 31 年度については、今後のゆたか会のあり方について考えていくう

えで、大きな節目となる１年になったのではないかと思う。 

1



２ 法人本部 

 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

社会貢献事

業の推進（ど

っこいしょ） 

どっこいしょでの取り組み内容であり、予算上の措置が必

要であれば対応することとしていたが、10月に加西市の第

２層生活支援コーディネート事業を受託し、財源の一部を

確保することができた。（半期 200万円） 

引き続き第２層コー

ディネート事業を受

託することで一定の

財源を確保する。

（400万円） 

 

社会貢献事

業 の 推 進

（THREE－P） 

THREE－P の新築工事が遅延したことにより事業開始が９

月になったこと、社会貢献事業のスペースとして想定して

いた１階飲食スペースのオープンが令和２年４月になった

ことにより未実施となった。 

取り組み自体は事業

所主体であり、同様

の取り組みが可能な

事業所には予算等の

措置を講じる。 

 

地元・地域と

の交流事業

の推進（希望

の郷、大空・

輝き） 

【希望の郷】 

ふれあい祭りの検討メンバーとして参画し、10/26 の祭り

にもスタッフとして参加した。 

【大空・輝き】 

地域の夏祭りや草刈り、クリーンキャンペーン等に参加、

愛の光こども園との交流会など積極的に交流していること

について管理者会議等で報告があった。 

３月に開催予定の事業所主催の炊き出し訓練は新型コロナ

ウィルスの影響で中止となった。 

 

取り組み自体は事業

所主体であり、同様

の取り組みが可能な

事業所には予算等の

措置を講じる。 

②
財
務
の
視
点 

事業所の老

朽化対策 

修繕及び改修計画については法人の資金力の低下に伴い、

大規模な修繕及び改修計画を立てることができなかった。

故障など緊急的なことへの対応は可能な範囲で実施した。 

 

事業所毎に修繕、改

修箇所を把握しても

らう必要がある。 

給与制度の

見直し 

組織体制等検討委員会を立ち上げ、４月～１月までに 11回

委員会を開催した。処遇改善加算等を財源とし、キャリア

パスに対応した給与制度を確立した。また、３月には職員

を対象に説明会を５回開催し、周知を図った。 

 

給与制度の運用が円

滑に行えるよう理事

運営会議等で検証が

必要。 

収支状況の

安定化 

希望の郷あり方検討会、どっこいしょあり方検討会を各６

回開催したが、根本的な経営改善の方策検討にまでは至ら

ず、後半はサービス内容の検討となった。経営推進課とし

ては収支状況の把握に努めることとなった。 

管理者会議を毎月開催し、各事業所の稼働率、資金収支状 

各事業所の稼働率、

資金収支状況を踏ま

え、収支状況の安定

化を推進する取り組

みを行う必要があ 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

②
財
務
の
視
点 

収支状況の

安定化 

況を報告することにより、法人の経営状況を管理者間で共

有することができた。 

当初、事業活動の法人全体で事務費、事業費の支出に占め

る割合を 22％としていたが、THREE-Pへの設備投資などに

より 23.6％にとどまった。 

 

る。 

③
顧
客
の
視
点 

共生型サー

ビスの展開 

どっこいしょのあり方検討会の中で共生型サービスが地域

のニーズに沿ったものではないとの結論に至った。 

 

計画からは削除す

る。 

自立訓練事

業（生活訓

練）の展開

（THREE－P） 

THREE－Pの新築工事が遅延したことにより、事業開始が９

月になった。平成 31年４月開設の想定で利用者確保に努め

ていたため、当初の予定者の確保には繋がらず、１名から

のスタートとなった。人員体制としては、専従職員１名の

他、兵庫教育大学院生のアルバイト２名、加西ブランチの

協力のもと事業を進めている。 

 

利用者確保に向けた

取り組みは必要であ

るが、事業所主体の

取り組みであり、計

画からは削除する。 

ニーズの掘

り起こしと

サービスの

展開 

10 月から 12 月にかけて理事運営会議を３回開催し、事業

や市町などの情報の共有を図った。法人の資金力の低下に

伴い、事業化するだけの人員、資金を確保する余力がない

ことから次年度以降の検討課題となった。 

 

引き続き理事運営会

議でニーズを把握

し、計画等に位置付

ける。 

サービスの

質の向上 

各事業所でサービスの質の向上に向けた取り組みを行っ

た。管理者会議で取り組み内容の報告方法について決めて

いくこととした。 

法人全体の質向上に

繋がるような取り組

みを行う必要があ

る。 

 

権利擁護意

識の向上 

各事業所で権利擁護意識の向上に向けた取り組みを行っ

た。管理者会議で取り組み内容の報告方法について決めて

いくこととした。 

法人全体の質向上に

繋がるような取り組

みを行う必要があ

る。 

 

身体障害や

高齢化に対

応したサー

ビスの向上

とＰＲ 

大空・輝きの稼働率は開設時と比較して向上しており、近

隣市町にも認識されてきている。サービス向上に向けた取

り組みは施設長を中心に進めている。 

 

 

事業所主体の取り組

みが軌道にのってき

ており、計画からは

削除する。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

リスク管理

体制の構築 

管理者会議で検討することとしていたがスケジュール調整

ができず未実施となった。３月は新型コロナウィルス対策

について情報共有と対応策について検討した。 

 

法人全体の BCPの作

成を検討する。 

本部機能の

明確化 

ガバナンスの強化を図るため、計画的に評議員会、理事会、

理事運営会議、管理者会議等を開催した。 

【評議員会】開催３回 

6/28  第 28回評議員会 

9/19  第 29回評議員会（議決の省略） 

10/7  第 30回評議員会（議決の省略） 

【理事会】開催７回 

4/22  第 97回理事会（議決の省略） 

6/13  第 98回理事会 

6/28  第 99回理事会 

9/11  第 100回理事会（議決の省略） 

9/25  第 101回理事会 

12/12  第 102回理事会  

3/26  第 103回理事会（議決の省略） 

【監事監査】開催１回 

6/3 

【理事運営会議】開催５回 

【管理者会議】開催 12回 

【法人指導監査/実地指導】 

7/24  なゆた 文書指摘なし 

12/16  法人  文書指摘なし 

経理・給与業務の効率化、適正化に努めることで、経理処

理が早くなり、管理者会議等において収支状況の報告を定

時化することができた。 

組織体制等検討委員会の結果を踏まえ関係諸規程を制定及

び改正した。 

 

引き続きガバナンス

の強化を図るため、

計画的に開催する。 

第２次中期

経営戦略の

策定 

第１次中期経営戦略の評価・進捗状況について３か月ごと

に事業進捗状況報告書を作成し、管理者会議の場で報告し

た。 

第１期～第３期（４月～12月）までの報告を実施した。 

第４期については３期までの状況と合わせ、事業報告書と

して作成した。 

 

次年度は第２次中期

経営戦略の策定年度

であり、検討体制、ス

ケジュールを決めて

策定に向けて取り組

む。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

キャリアパ

ス制度の見

直し 

 

組織体制等検討委員会を立ち上げ、キャリアパス制度、人

事考課制度の見直しを行った。検討結果を踏まえ、「キャリ

アパス制度実施要領」、「キャリアパス制度考課者用手引き」

等を作成した。また、キャリアパス制度を見直す中で人事

考課表の試行（１月～２月）や管理者会議で「キャリアパ

ス制度実施要領」案を説明、意見を聴取し、手直しを実施

した。 

３月には職員を対象にキャリアパス制度等について説明会

を５回開催し、周知を図った。 

 

キャリアパス制度、

人事考課制度を運用

していくなかで検証

し、必要に応じて修

正するような体制を

整える必要がある。 

人事考課制

度の見直し 

職員の意識

改革 

法人の理念や第１次中期経営戦略等について周知を図るた

め、新規職員入職の際に研修を実施した。（６回） 

働き方改革や 36協定、次年度から導入されるタイムカード

の運用方法等について、社会保険労務士で当法人監事の吉

田先生を招いて、説明会を２月 19日に管理者向け、３月に

職員を対象に３回開催した。 

 

研修委員会を立ち上

げる。 

人材育成体

制の構築 

研修委員会を立ち上げ、法人の研修体系や研修計画を策定

することとしていたが、組織体制等検討委員会で組織体制

等を含めて検討することから、体制が整う令和２年度に研

修委員会を立ち上げることとなった。 

 

研修委員会を立ち上

げる。 

人材確保体

制の構築 

チラシやインターネットによる職員募集、人材紹介会社へ

の登録を行うことにより、人材の補充を迅速に行った。福

祉フェアや学校関係の就職フェアなどの参加や職員の紹介

等により、新卒職員を含め、正規職員４名を確保すること

ができた。 

ミャンマーからの留学生のうち２名は専門学校の２年に進

級、１名は日本語学校を卒業し、専門学校に進学すること

になった。 

 

引き続き人材確保策

について効率、効果

的な方法について検

討する必要がある。 

留学生のうち２名は

令和３年に正規職員

となることから、支

援を行っている組合

と連携し、就職に向

けた支援を実施す

る。 
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３ 希望の郷 
 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

駅舎工房の
運営 

販路の拡大 
・市役所でパン販売を実施 

新規に市役所で販売を行うとともに、利用者もそこ
へ販売員として参加した。 

・幼稚園へパンを販売 
・SNS（インスタグラム）の開始 
 

新商品開発、宣伝活
動の充実、その他試
食会やイベントの開
催等を通して集客を
図る。 

 

活動を通し
ての貢献 

清掃活動を通した貢献 
・月 4回、法華口駅の清掃を利用者と共に実施 
・健康福祉会館の清掃 

夏は草引き、冬はペンキ塗りを月４回実施した。 
作業を通した貢献 
・もみすりを実施（９～10月） 

顧客１名増、売上は約 10%増加した。 
・加西市から依頼を受けてかぼちゃの栽培を実施 

 

地域の清掃や草刈り
の参加など、地元自
治会との接点づくり
を行う。 

イベントの
開催 

イベントの開催 
・10月末、ふれあい祭り開催に協力 

地域のまつり実行委員会解散により新たに実行委員
会が立ち上がったため、全面的に企画に協力した。
法人内各事業所の協力を得ながら企画、ステージを
通して保育所やこども園、学生等と交流を図った。 

・12月末に施設内でクリスマス会を実施 
やすらぎが近隣の中高生を中心にボランティアの調
整をし、利用者との交流を図った。 

新規イベントの企画 
・上記祭りの変更に伴い、新規イベントの企画は翌年へ
持ち越し 

 

新規イベントの企
画。 

②
財
務
の
視
点 

収入の安定 
 
施設入所支
援事業 

利用実績（定員 50名） 
・契約利用者数 50名 
・平均利用者数 49.1名 
・平均利用率 98.2% 

重度支援加算Ⅱを算定 
 ・強度行動障害養成研修３名受講 
・6月から算定 合計延べ人数 3,383人 
 

重度支援加算額の増
加に向け、資格取得
者の増員と効率的な
配置を行う。 

収入の安定 
 
生活介護事
業 
 

利用実績（定員 60名） 
・平均利用者数（休日除く）約 56.5名 
・平均利用者数 52.4名 
・平均利用率 87.3% 

契約実績 
２名と契約、１名と解約 
 

活動の充実と環境の
整備に重点を置いて
利用者の増員を図
る。 

収入の安定 
 
短期入所事
業 
日中一時支
援事業 

短期入所事業（定員８名） 
利用実績 
・平均利用者数 5.6名（前年度比＋８%） 
・平均利用率 70.4%  

 
日中一時支援事業（定員４名） 
利用実績 
・平均利用者数 1.6名（前年度比△２%） 
・平均利用率 39.2% 
 
 

チラシの作成と広報
等を通して利用者の
増加を図る。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

②
財
務
の
視
点 

コストの削
減 

光熱水費実績 
・昨年度比 98.0% 
節電対策 
・エアコン使用におけるマニュアルを更新 

節水対策 
・入浴時のシャワーの適切な使い方を支援 

 

会議などを通して
コスト意識の向上
を図る。 

広報の充実 ホームページの更新 
・フェイスブック、インスタグラムの立ち上げ 

１月より開始、週１回のペースで更新している。 
パンフレットの作成 
・希望の郷のパンフレットを作成 

学校や SS利用者などへ配布した。 
 

パンフレットの更
新や継続的な SNS
発信を行う。 

③
顧
客
の
視
点 

QOLの向上 QOLの検証（３件） 
衣類整理、衣替え日の設定 
・年単位で日程を設定し、実施 
・衣類については保管場所に課題がある。 

活動場所の環境整備 
・破損箇所の修理、物品の整理などを実施 
・チェックリストを作成し、定期点検を実施 

利用者意見の反映 
・意見解決の仕組みの見直し 

受付件数は前年 14件に対し 52件（うち似た内容 10
件、解決件数 23件）と、数字は増やすことが出来た。
解決件数を上げることが課題。 

 

くらしの場とし
て、引き続き環境
整備に重点を置い
て実施する。 
 
 
 
利用者意見につい
ては、迅速に解決
できる仕組みづく
りを行う。 

利用者に合
った活動の
提供 

活動メニューの見直し 
・創作活動の日として週に 1日を設定 
・陶芸、革細工、ボッチャ、スポーツ、ハイキングなど新
しい活動を提供 

・その他の活動として、清掃活動、調理実習、裁縫、運
動、ゲーム、習字、リハビリ、音楽療法などを実施 

・希望を募り、班をまたいで活動を実施 
・全員に同様の活動を提供できるよう更なる工夫が必要 

活動場所の再編 
・短期・日中一時利用者について、利用者間のトラブル
回避のために療育の家を活用するとともに、受け入れ
体制を見直した。 

 

実施した活動を定
着させていく。 
重度の方も参加し
やすい活動を提供
する。 
 
 
 
通所者の活動場所
についても検討し
ていく。 

社会参加の
促進 

地域活動への参加 
・健康福祉祭り、野条町まつりなどへ出店 
・市役所でのパン販売、地域の店での農作物や土の販売 
もみすり活動 

清掃活動 
・駅舎、健康福祉会館で実施 

地域の社会資源の活用 
・散髪、買い物、外食、公共交通機関の利用など実施 

自力通勤の促進 
・自転車による通勤の実施 

自力外出の支援 
 ・公共交通機関と公共施設を利用した外出の実施 
平日外出 
・入所者行事と並行して通所部の外出を実施 

 

自力外出を促進す
る。 

意思決定支
援 

ガイドラインに沿って個別支援計画を実施 
・全職員を対象に研修を実施 
・職員 1名につき利用者 1名を実施 

意思決定の機会増
加と対象者の増加
を図る。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

③
顧
客
の
視
点 

意思決定支
援 

・アセスメント表を作成し、これに基づいて個別支援計画
を作成 

・意思決定支援会議として利用者の会議参加 
・意思表出が困難な利用者に対しては表情、動作、参加姿
勢等、言語以外の様子を記録し、個別支援計画に反映 

 
 

 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

業務の標準
化 

業務マニュアルの見直し 
・各支援業務、活動支援マニュアルなどの見直し、更新を
行った。 

・マニュアルの不足箇所、様式の不統一などに課題が残
る。 

 

委員会を立ち上げて
包括的なマニュアル
を作成していく。 

リスクマネ
ージメント
の確立 

職員研修の実施（１回） 
危機管理マニュアルの作成 
・事故発生時、緊急対応マニュアルを作成 
・感染症予防、対策マニュアルの見直し 
・不審者、行方不明捜索マニュアルの作成は出来なかっ
た。 

ヒヤリハット 
・２か月ごとに集計し、会議にて周知した。 
・年間実績 544件（月平均 45件）と職員の意識は向上し
た。 

・解決に至らないまま継続案件となってしまったものも
あり、課題として残る。 

 

フローチャートの見
直しを行い、事故防
止対策の強化を図
る。 
 
 
 
解決にむけて分析、
対策会議の時間を設
ける。 

役割の見直
し 

担当業務の時間を設定するとともに、業務マニュアルなど、
運営会議メンバーで役割の見直しを図った。 

 

役職ごとの職務分
掌、組織編成の見直
し、検討チームの立
ち上げ等を行う。 
 

効果的な人
員配置 

業務の検証 
・運営会議にて検証し、必要に応じてマニュアルを作成、
更新した。 

・担当業務（衣類整理、資料作成、環境整備など）の時間
を設定した。 

・記録や休憩の時間は確保できているが、これに伴い職員
の支援場所の移動が多くなっている。 

・配置場所の違いによって担当業務の時間がまちまちで、
公平性や絶対的な時間数の不足といった課題が残る。 

 

日課やシフトの変更
等を視野に入れて定
期的に業務検証す
る。 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

職員の質の
向上 

理念、倫理の浸透 
・２か月に１度の研修の実施 
「意思決定支援」、「希望の郷の理念、倫理」、「リスクマ
ネージメント」「虐待防止」、「感染症予防」、「知的障害
者への支援」 

虐待防止への取り組み 
・研修の実施とチェックリストを作成、実施した。「虐待
防止委員会」として定期的に開催する必要がある。 

 

計画的な育成システ
ムを策定していく。 
 
 
 
虐待防止委員会を立
ち上げ、定期的に開
催していく。 

労働環境の
改善 

休憩時間の確保 
・利用者の日課を一部変更することで休憩時間を確保で
きるようにした。 

時間内での業務遂行 
・担当業務の時間を設定した。時間内に行えない分につい
ては相談の上、指示を行っている。 

 
 

引き続き業務の整理
や見直し等を行い、
残業時間数の減少に
つなげていく。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

⑤
学
習
と
成
長
の

視
点 

人材の確保 
・定着 

人材の確保 
 ・1.7:１以上の人員配置を確保している。 
人材の定着 
・職員研修、面談、困難ケースの担当者会議などを実施し、
職員の負担軽減を図った。 

 

面談、研修、OJT、
チーム支援の充実
などを通して職員
の育成、定着を図
る。 
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４ はんど（やすらぎ・はんど・ブランチ） 
 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

ワンストッ
プ窓口とし
ての認知向
上 

やすらぎの相談件数は、13,790件（障害者相談支援事
業：11,953件、生活困窮者就労準備支援等事業及び生活
保護適正化等事業：1,837件）。年齢別に見ると、児童：
1,543件、成人：11,281件、高齢者：966件となってい
る。 
新規相談が、114人（障害者相談支援事業：94人、生活困
窮者就労準備支援等事業及び生活保護適正化等事業：20
人）となっている。 
はんどの相談件数は、4,527件。年齢別に見ると、児童：
738件、成人：3,789件になっている。新規相談が５件。 
ブランチの相談件数は、相談支援が 900件、発達支援が
16件、就労支援 50件になっている。研修を９回実施。講
師派遣を 22件受けている。関係機関へのコンサルテーシ
ョンを８か所、延べ 23回実施。家庭療育支援講座を 32回
実施。 
年齢や障害に関わらず、幅広く相談対応しており、どのよ
うな内容であっても、まずは話を伺い、状況等の整理をす
る中で、関係機関と連携を図り、課題解決等取り組んだ。 

基幹相談支援センタ
ーの件数を集計し、
その推移を確認し、
地域福祉課と支援体
制の相談をしてきた
が、重複するケース
（障害と生活保護な
ど）への評価は低
く、重点課題として
取り組む必要性はな
いと判断する。委託
事業をしっかりとこ
なすことが地域貢献
につながると考え、
はんど各部署の連携
を強化して、事業推
進していく。 
 

加西市障害
者自立支援
協議会の運
営 

年３回の運営会議、年１回の全体会議、各連絡会及びプロ
ジェクトの事務局として連絡調整等運営に取り組む。 
全体会議は、３月 14日にみんなの福祉フェスタと合同で
実施予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大防止
のために中止となった。 

これまで通り、年３
回の運営会議、年１
回の全体会議を調整
する。各連絡会につ
いては、取り組み状
況の確認と共に、修
正等必要に応じて調
整する。 
 

地域ニーズ
の把握 

はんど内の各事業所での会議を通して、情報収集を行い、
自立支援協議会の各連絡会への議題提案や地域福祉課への
提言等を行った。 
加西市内の支援ニーズや課題について、法人内の会議で情
報共有した。 

協議会の各連絡会の
情報収集、計画相談
支援、一般相談支援
の対応から地域のニ
ーズを把握し、法人
内会議での情報共有
を行う。 
 

ボランティ
アの活用 

自事業所及び法人内の各事業所が企画するイベントにボラ
ンティアの調整を行う。イベント後には、ボランティアと
の交流会を企画し、イベントの振り返りを通して、関係構
築を図った。 

ボランティアとの関
係構築を通して、福
祉人材の確保や育成
につながる取り組み
として継続してい
く。 
 

イベントの
企画と実施 

関係機関との連携、当事者参加、ボランティアの活用を軸
に、みんなの福祉フェスタ、イオン加西北条店でのイベン
トを企画した。 
イオン加西北条店でのイベントは８月に実施。 
みんなの福祉フェスタは３月 14日開催予定であったが、
新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止した。 

イベントを通して、
関係機関やボランテ
ィア、当事者との関
係構築を継続し、加
西市の支援力の向上
が図れるよう努め
る。 
 

 計画相談支
援 

毎月の更新及びモニタリングを予定通りに実施できるよ
う、月末に会議を行い、翌月の予定や担当者を確認した。
進捗状況の確認をし、職員間で共有し、ほぼ漏れなく対応
することができた。 
 

計画相談支援を計画
的に運営できるよ
う、事業所内での業
務の効率化を図る。
マニュアルの見直し 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

②
財
務
の
視
点 

計画相談支
援 

令和元年度計画相談支援の給付費 
計画相談支援 ：12,709,296円 
障害児相談支援： 2,912,910円 

や職員のスケジュ
ール等進捗状況の
確認を行い、毎月
のケース対応を確
実に行う。 
 

計画相談支
援 加算 
（モニタリ
ング） 
 

各加算について、種類や要件等の周知を図る機会をもち、
職員の理解促進を図った。加算対象になるケースに関して
は、速やかに資料作成するよう、月末会議で通達し、請求
状況の共有をした。年度末にかけて、少しずつ職員意識の
向上が見られた。 
 
令和元年度加算請求実績 
令和元年 ５月 25件（91件） 27％ 
令和元年 ６月 20件（70件） 29％ 
令和元年 ７月  9件（53件） 17％ 
令和元年 ８月 22件（72件） 31％ 
令和元年 ９月 25件（88件） 28％ 
令和元年 10月 24件（68件） 35％ 
令和元年 11月 26件（68件） 38％ 
令和元年 12月 18件（72件） 25％ 
令和２年 １月 18件（65件） 28％ 
令和２年 ２月 33件（84件） 39％ 
令和２年 ３月 28件（99件） 28％ 
令和２年 ４月 30件（77件） 39％ 

 

各加算について、
職員理解の促進を
図り、加算対象の
場合には、書類作
成し加算取得す
る。 

計画相談支
援 加算 
（体制整
備） 

特定事業所加算に係る研修受講が予定通り終了し、現状で
取得できるものは全て取得できた。 
 
・特定事業所加算（Ⅱ） 
・行動障害支援体制加算 
・要医療児者支援体制加算 
・精神障害者支援体制加算 
 

研修内容が良かっ
たと報告があった
ので、職員が入れ
替わりで受講して
いく。 

③
顧
客
の
視
点 

個別支援の
充実 

対象者や相談内容に関わらず、相談者の話を一旦受け入
れ、内容に応じて、関係機関との調整等の対応を行った。
相談者の意向を尊重しながら、共に課題解決に向けて取り
組んだ。 
ケース対応においては、必要に応じて、個別支援会議の調
整を行った。支援の方向性や役割分担等、意見交換する場
をもつことで、各機関の強みが発揮でき、当事者への支援
を効率よく且つ適切に行うことができた。 

大切な内容である
が、取り組みや実
績、評価がしにく
い面がある。ま
た、相談支援の在
り方の一つとして
「断らない相談支
援」というものが
提示されるように
なっており、顧客
の視点として、「ワ
ンストップ対応の
推進」と変更す
る。 
 

個別支援の
充実 
（支援力の
向上） 

毎月のケース検討会議を通して、事業所としてのケース対
応の方向性を定め、情報共有を図った。職員個々の支援力
及びチームとしての支援力向上を目指して取り組んだ。 
相談支援事業所として方向性を定めて業務推進すること
で、職員が個人で動きながらも、事業所として対応する流
れをつくることができ、各機関と対等に支援することがで
きた。 

毎月のケース検討
会議を継続し、事
業所としてのケー
ス対応の方向性を
定め、情報共有を
行う機会とする。
チームとしての支
援力向上を目指せ 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

③
顧
客
の
視
点 

個別支援の
充実 
（支援力の
向上） 
 

 るよう、各職員の意
識向上を図る。 
 

関係機関と
の連携強化 

困難事例において、高齢・障がい者支援連絡会やひきこも
り支援連絡会（すまいるりんくネットワーク連絡会）等で
ケース検討の機会をもち、支援の方向性や役割分担等の意
見交換を行った。 
子ども支援検討会と称して、児童支援に関わる事業所等と
の意見交換や情報交換、支援の在り方を考える場を調整し
た。 

就学後の保護者支援
について、サービス
につながっていない
ケースは、どこにも
つながっていない状
況があるのではない
かと思われる。家族
支援の充実を目標
に、ブランチでは来
年度の計画の中で検
証することになって
おり、はんど、やす
らぎも連携して取り
組んでいきたい。 
 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

加西市障害
者自立支援
協議会の取
り組みを広
める 

協議会の各連絡会の取り組みを関連事業所と情報共有し、
意見の交流ができるよう取り組んだ。 
みんなの福祉フェスタ全体会議を通して、当事者や関係者
への普及啓発を行う予定であったが、新型コロナウイルス
の感染拡大防止のため中止となった。 
令和元年度の取り組みをとりまとめ、関係事業所に情報提
供した。 
 

今年度開催できなか
った内容を再検討
し、協議会の内容や
取り組み状況等を情
報共有し、意見交換
できる場をつくる。 

業務整理 
（計画相談
と一般相
談） 

やすらぎで担当のケースははんどやその他の市内事業所へ
の引き継ぎの調整をした。 
相談支援事業所及び相談支援専門員の数が少なく、全ての
ケースの引き継ぎはできなかったが、一定数の調整をした
ことで、やすらぎの相談員の計画相談業務量を減らすこと
はできたと思われる。 
やすらぎは、新規ケースが年間１００件ほどあり、全体と
しての業務量は増える一方であるが、一般相談対応の充実
を図るためには、今後も計画相談については、他事業所へ
の引き継ぎを考えていく必要がある。 
 

一般相談及び基幹相
談支援センターとし
ての機能の充実を図
れるよう、計画相談
の引き継ぎを行う。 

事業の見直
し 

地域移行支援及び地域定着支援の事業を開設しているが実
績がない状況が続いている。医療機関と連携し、実績をつ
くりたかったが、成果は得られなかった。 
自立生活援助事業について検証したところ、はんどの体制
を大きく変えなくても事業展開できるのではないかと見通
しがもてた。法人内での検討を行い、事業化を進めたい。 
 

自立生活援助の開設
を検討していく。 

業務整理 
（役割分
担） 

毎月の会議の中で業務整理や改善について意見交換し、改
善に向けて役割分担や業務変更を行った。 
 

これまでの業務の流
れや職員の意見を踏
まえて、業務分掌を
作成し、役割分担の
明確化を行う。 
 

記録等の整
理、情報共
有 

事業所として初回相談の受付や対応の方法、記録方法や共
有について、職員間で統一が図れるよう会議等での話し合
いをもつ予定であったが、ケース対応や調整に追われる状
況があり、具体的に話し合うことができなかった。 

職員個別の対応が多
く、事務作業が煩雑
になっている面があ
る。事業所として、
初回相談の受付や対
応の仕方、記録やそ 

12



 

区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

記録等の整
理、情報共
有 

 の共有について、
職員間で統一を図
る。 
 

役割分担 
（環境整
備） 

会議や朝礼を通して、事業所の環境整備について、役割分
担と実施方法を明確にし、主体的に継続できるよう見直し
を図った。 
はんどとブランチでは、週担当を設定し、実施内容を記録
し共有することで、事業所全体での整備に取り組んでい
る。 
やすらぎでは、週末に整備や確認の時間を設け、できる職
員で実施し、記録している。 
全職員で意識をして環境整備に取り組めるようになったと
思われる。 
 

各職員が意識して
環境整備に取り組
めるよう、今年度
取り組んだ内容を
継続する。 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

ボランティ
ア発掘 
 

イベントの前後に協力校を訪問し、イベントの趣旨内容等
の説明や状況報告等行う予定であったが、訪問する時間が
取れず、電話等でのやり取りに終始した。 
しかしながら、協力校との関係は構築できており、特に問
題になるようなことはなく、各校は前向きな姿勢で協力的
に学生の派遣をしてくれた。 

市内の中学校及び
高校、近隣の高校
及び大学とのパイ
プはつながった。
イベント案内に対
して、毎回学校側
が調整し、ボラン
ティアの参加につ
ながっている。地
域貢献の視点でも
課題として挙げて
いるので、この観
点では終了とす
る。 
 

実習生の対
応 

はんどに直接実習生受け入れの依頼がくることはないが、
法人内事業所での実習生への対応があれば、積極的に対応
するよう努めてきた。 
事前に実習目的等の確認をし、実習内容のプランニング等
を行った。実習対応の中で、実習生からの相談を聞き、事
業所間の調整を行うこともあった。 
実習生に有意義な実習時間を過ごしてもらい、福祉業界へ
の参入したい意欲の醸成や福祉人材として活躍できるよう
努めた。 

法人での実習生受
け入れがあれば、
担当者間での打ち
合わせを通して、
実習内容等の調整
を行う。実習の振
り返りを通して、
実習生との関係を
深め、ボランティ
ア活動への参加を
働きかける。 

人材育成 やすらぎとはんどに関しては、虐待や成年後見制度に関す
る研修及び特定事業所加算に係る研修（強度行動障害支援
者養成研修、医療的ケア児等コーディネーター養成研修、
精神障害関係従事者養成研修）への参加を促し、研修後の
復命を徹底し、職員間での共有を図ると共に、資質向上に
取り組んだ。 
ブランチに関しては、研修計画に基づいて研修参加を促
し、部署内での共有等を行った。 

はんど・やすら
ぎ：特定事業所加
算に係る研修を中
心に必要な研修へ
の参加を促進す
る。ひきこもり支
援に係る研修は機
会が少ないので、
地域福祉課からの
情報収集を行い、
随時参加する。会
議や朝礼時に、研
修後の事業所内で
の共有の機会を設
ける。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

人材育成  ブランチ：研修計
画に基づき、必要
な研修に参加す
る。 
 

地域課題の
抽出 

加西市障害者自立支援協議会等で地域課題について共通認
識をもてるようになってきている。しかしながら、事業所
それぞれの視点で課題解決への筋道を立てており、共通認
識をもって取り組める場合と、認識の違いから連携が図り
にくい場合がある。立場の違いを超えて、共通認識をもっ
て、課題解決できるような研修を企画し、地域の支援力の
底上げを図る。 
 

地域課題に対し
て、共通認識をも
って対応できるよ
う、自立支援協議
会での研修会の企
画、開催に取り組
む。 
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５ どっこいしょ 
 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

地域資源開発 ふるさと創造会議・保育所評議委員会・第１層生活

支援整備体制協議会等外部の会議に参加し、地域のニ

ーズ把握、地域活動をしている住民、機関等とつなが

りを持つ。10月から生活支援コーディネーターを受

託。具体的な検討に向けて、西在田地区でのニーズ調

査のための全戸アンケートを実施。 

生活支援体制整備事

業にどっこいしょと

して協力すること

で、地域で後期高齢

者が暮らし続けるた

めの基盤づくりを行

う。 

 

サロン等への協

力と認知症カフ

ェの運営 

利用者と共に下若井町のサロン、はっちゃけ広場、

カラオケクラブ等に参加し、運営に協力した。また、

認知症カフェ（みんなで晩ごはん）を月に１回開催し

た。 

２月より、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止のためすべての町での活動は中止。 

認知症カフェは、近隣のデイサービスで実施してい

るカフェと共同運営するための話し合いをしている。 

新型コロナ感染症に

よる緊急事態宣言に

よりサロン等はすべ

て中止。はっちゃけ

広場は、小学校が休

校のため開催の予定

なし。認知症カフェ

も中止している。年

度初めに、今後の開

催について確認しな

がら、準備を進めて

おく。 

 

地域密着型サー

ビス事業所連携 

小規模多機能型居宅介護事業所連絡会（３ヶ月毎）・

地域密着型事業所連合会（４ヶ月毎）に参加。複数事

業所と協働し認知症啓発、認知症サポーター養成講座

を実施。市と協力し認知症キャラバンメイト養成講座

実施。また、医師会とも協力し在宅医療に関するフォ

ーラム・映画上映を企画運営した。２月より、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止のため、会議等は中止

となっている。 

北播磨地域づくり活

動応援事業の助成金

を申請し、共同事業

の企画をしている

が、新型コロナウイ

ルス感染症の動向に

より、次年度啓発事

業等は実施できない

可能性あり。Webや

メーリングリスト等

での情報交換をしな

がら活動について検

討する。 

 

認知症等啓発活

動 

認知症サポーター・キャラバンメイト研修会の企画・

運営、社会福祉協議会が実施する、あったか声かけ作

戦への協力。カフェの運営や参加により認知症の人の

外出や社会参加を積極的にサポートしてきた。また、

認知症関連の研修の講師やフォーラムの登壇等におい

て、活動していることを積極的に発信してきた。 

新型コロナウイルス

感染症の動向によ

り、次年度は従来ど

おりの活動はできな

いことが懸念され

る。社会の動向を見

ながら集合しない形

での啓発等を検討し

ていく。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

②
財
務
の
視
点 

認知症対策・次

世代育成 

保育所との定期的な交流を実施。小・中学校の福祉教

育の授業では、高齢者や認知症について取り上げられ

ることがなかった。 

 

 

 

 

保育所の統廃合や新

型コロナウイル感染

症の拡大により交流

事業が途絶えてい

る。取り組みの継続

が困難。 

共生型サービス

の実施 

障害サービスの実施を検討しニーズを拡大する。あり

方検討会議で検討。障害者サービスのニーズよりも、

後期高齢者の人生の最終段階の受け入れの方が地域の

実情にマッチングしているという結論となった。後期

高齢者への支援の充実を図り、介護度の高くなった利

用者の継続利用を可能にすることで収益を上げる。 

 

検討は実施しない。 

若年性認知症等、介

護保険対象の方の利

用希望があれば調整

する。 

利用者確保 

 利用登録定員 29名中 25名から 27名の利用。職員

退職に伴う、補充ができなかったため日中の人員配置

基準上利用定員を抑えざるを得ない状況でもあった。

また、人員不足のため、入院等により身体機能・認知

機能が低下した状態の利用者の継続利用が困難な状態

にもあった。 

 

職員の確保と共に、

新規利用者の確保・

退院後の在宅復帰を

支援できる体制を整

える。 

食材費の削減 食材の発注時に必要量を精査することで、食材の余り

を削減した。 

食材費の削減も意識

する必要があるが、

食べたいと感じる食

事提供の内容を考

え、食べ残しを減ら

すことを考える。 

 

残業の適正化 退職に伴う職員補充ができなかったため、管理者・計

画作成担当者が介護業務や送迎に従事せざるを得ない

状態となっていた。そのため、ケアプランの作成や請

求事務等を時間外にせざるを得ない状態が続いた。ま

た、認知症中軽度者等の対応が夕方～夜間に至る場

合、緊急入院等対応できる職員がおらず一部の職員に

業務が集中し残業が多く発生する状況となった。 

 

職員の補充と共に、

業務整理を行い、緊

急対応以外の業務を

時間内に終わらせる

ことができるように

調整する。 

 

経営改善 経営推進課の設置する経営改善のための検討会で収支

状況の改善を図るための課題整理をした。 

利用者の確保、介護

度の高い利用者の継

続利用に努める。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

③
顧
客
の
視
点 

訪問体制の充実 通いのない日は電話での安否確認、送迎で近所に行っ

たときは声をかける等心掛けたが、訪問への職員配置

が難しい日もあり利用者一人ひとりのニーズに合った

訪問ができたかどうかは検証する必要がある。 

認知機能の急激な低下等で、在宅訪問時に必要な支

援量が多くなる世帯もあり１件にかかる時間が多くな

り、サービス提供が十分できないと感じる利用者もあ

った。 

 

在宅で過ごせる時間

の充実を図るため、

訪問時の個別ニーズ

の把握に努める。 

人生の最終段階

の受け入れ 

癌等による医師から余命宣告に伴い、看取り契約を実

施。連泊の体制をとる利用者があるが、どっこいしょ

を利用することで、延命になっている人が数名いる。

一方で、身体機能の急激な低下により、喀痰吸引等の

医療処置を家族が望む場合は継続利用ができなくな

り、人生の最終段階において病院への入院の選択を余

儀なくされる方が数名いた。 

 

人生の最終段階にお

ける意思決定支援の

ガイドラインの活

用、人生会議を実施

し、人生の最終段階

における、意思決定

支援を充実する。 

個別支援の充実 ライフサポートプランに本人の意思・希望を十分に記

載し、プランにそった支援の実施を目指したが、職員

体制が整わず、個別に必要な支援が十分に行き届かな

かった。 

 

職員体制の整備、個

別支援の見直し、日

中活動の再検討を行

う。 

買物支援の充実 独居の利用者を中心に必要な買い物支援は行えたが、

充実には至らなかった。 

必要な買い物に加

え、「外出したい」

「買い物に行きた

い」という、日常的

な思いに応じていけ

るように体制を整備

していく。 

 

外出支援の充実 必要時の外出や一部の利用者の外出支援にとどまり、

外に出にくい方の外出の支援は難しかった。 

個別、集団での外出

の充実に向けて、計

画を立て、実行す

る。 

 

庭の活用 花壇の整備は近隣の方のボランティアに頼り、綺麗な

景観を保ったが、利用者の日中活動に結びつくことは

少なかった。また、職員が不足していたため畑の活用

もできなかった。 

花壇の整備、畑の活

用に加え、果樹の栽

培も計画。ふるさと

創造会議、近隣の住

民の協力も得なが

ら、整備し「利用者

の日中活動、リハビ

リ交流事業等」に活

かしていく。 

 

 

介護予防 毎日の生活で、利用者ができることは自分でできるよ

うに促し、過介護にならないように心がけた。しか

し、利用者が全体的に後期高齢化し、個別に必要なこ 

介護量が多くなって

いる方が多いので、

適時支援しながら、 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

③
顧
客
の
視
点 

介護予防 とに差異が出てきておりこれまでやってきたことを継

続すること、楽しめる日中活動を提供することが難し

くなっている。 

できることを継続し

ていけるような個別

の支援を考える。ま

た、元気な方には、

元気で居続けられる

ような体操のメニュ

ー等を導入する。 

 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

介護度の高い利

用者の継続利用 

介護量の増大に応じ利用頻度を高くする等の対応を臨

機応変に行い家族介護の負担を軽減する。転倒し入院

することを最大限避ける。持病の悪化を避け、医療ニ

ーズの増加を避けることを心掛けてきたが、職員不足

に伴い十分なケアできなかった。そのため、要介護度

が４～５になった時に、家族の介護負担の増大や、不

安の増大に伴い、住み替えを選択する方がいた。 

 

介護度の高くなった

利用者への支援の充

実とともに、家族の

介護負担・不安を軽

減する取り組みを実

施する。 

認知症中軽度者

の在宅支援 

在宅での生活の継続を支援するために、訪問回数を増

やす個別に必要な支援量を増やすことをしているが、

重度化に伴い、記憶障害・見当識障害への対応が困難

になることも多い。記憶の混濁による一人での外出

や、見当識障害による夜間の不安等もあり対応に難し

い判断を迫られることも多くあった。 

 

職員の対応力の向上

に努めるとともに、

近隣住民への理解も

深めていく。 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

中堅職員の育成 中堅の職員が、ルーチーンの業務をこなすだけではな

く、自ら考え仕事ができるように環境を整備する。 

 

継続実施 

新人職員の育成 中途採用で介護の仕事が初めての職員を対象に、法人

の理念・事業所の方針等を伝える。管理者を中心に、

新人職員が業務に就くうえで困らない体制づくりを実

施。 

４月採用の職員に向

けて法人の理念・事

業所の方針等を伝え

ながら、帰属意識の

醸成を行う。 

 

事業所評価の実

施 

 

自己評価・アンケートによる第三者評価の検証を行

い、業務の振り返りを行う。また、振り返りにより、

改善点を明確にしていった。 

事業所評価を公表

し、改善すべき点を

改善していく。 

 

OJTの充実 月１回、OJTの実施を計画していたが、職員配置が少

なくなった時期に、職員の学びに対するモチベーショ

ンを保つことができず中断した。 

OJTの実施計画を作

成。職員の学びたい

内容等を聞き取りし

ながらテーマの決定

を３か月ごとに行

う。実施の時間帯

や、人数を調整し全

員が参加できるよう

に取り組み内容を変

更していく。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

次世代育成 関西医療福祉大学の社会福祉援助技術現場実習生を３

名受け入れた。実習生一人ひとりに合わせ、学びたいこ

とが実習できるように計画した。 

１名の現場実習生の

予定がある。学生等

のボランティアの申

し入れについては積

極的に受け入れてい

く。 
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６児童発達支援事業所なゆた 
 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

加西市から
の利用の増
加 

平成 30年度の加西市の利用児童数 11人 
平成 31年度の加西市の利用児童数 ８人 
 
【未達成】 
前年度比マイナス３人である。実数としては達成できな
かったが、年度開始時点で利用定員が埋まっていた事、
その後加西市からの利用希望がある事等考慮すると、や
むを得ない点も考えられる。事業所が加西市にある点を
考慮し、引き続き目標設定する必要性は感じる。 

 

引き続き可能な限り
受け入れていく。 

利用者によ
る評価の公
表 

事業所利用アンケートの、満足度項目 
40件回収中 40件『満足している』となった。 

 
【達成（維持案件）】 
 

２年連続 95％以上を
維持しているため、
継続する。 

②
財
務
の
視
点 

加算と照ら
し合わせた
職員配置 
事業運営 
 

事業計画の目標、延べ利用人数 2100人/年 
 平成 31年度延べ利用人数実数 → 2153人 
  
【達成】 
定員と欠席の関係上ほぼ上限であるが、可能な限り向上
させるべき案件。 

令和２年度の目標も
同様に 2100 人をあ
げているが、感染症
の影響により、利用
減が予想される。こ
の状態がいつまで続
くかによるが、平成
31年度と同数に持っ
ていくのは非常に困
難である。状態が落
ち着いてからは速や
かに振替療育等、平
成 31 年度の成功例
を取り入れていく。 
 

延べ利用人
数の増加 

③
顧
客
の
視
点 

グループ分
けの精緻化 
 
 
 
 
 

グループ分けの精緻化に関しては、個別枠か集団枠かの判
断に加えて各グループの多動傾向率を加味してグループ形
成をおこなった。１グループのみ結果多動傾向割合が予想
よりも高かったことで療育進行が難しかったが、その他の
枠に関しては概ね運営できていた。 
【達成】 
 

平成 31 年度末に次
年度のグループ分け
を発表したところ、
個別枠でお願いした
家庭から１件、集団
枠が良かったとの要
望をいただいた。発
達課題、発達年齢、他
の児童との兼ね合い
等を考慮して組んで
きたが、今後、より保
護者の思いの聴き取
りを意識する。 
 

受け入れキ
ャパシティ
の強化 

振替療育の開始により、受け入れ数は前年度比増加させる
ことができた。 
【達成（維持案件）】 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

対抗事業所
の把握、協力 

年度内 3 回ほど連絡をさせてもらい、現状を教えてもらっ
た。当事業所の利用児の保護者から他の事業所の利用希望
があった際には紹介させてもらった。 
【達成】 

対抗、といっても当
事業所は児童発達支
援のみであり、先方
は放課後等デイサー
ビスも提供されてい
るため、連携の仕方
を今年度とは変えて
いく必要がある。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

職員の状況
と配置の迅
速な把握と
対応 

年度初めに決定した職員配置で年度内療育をおこなうこと
ができたが、年度末タイムケア事業の業務の増加により、
なゆた職員に大きな負担をかけてしまった。 
【未達成】 
 

年度末の感染症に
よる状況変化に対
応できるように、
事業所としての変
化の予測を早くす
る癖をつけてい
く。 
『状況変化に伴う
状況変化』対応能
力の向上。 
 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

新たな発達
支援の観点 
 
 

今年度は意識して保育士にも研修に行ってもらった。言語
聴覚の観点について学んでもらったことは大きい。次年度
も引き続き有効な研修に参加する。 
【達成（維持案件）】 
 
 
 

コミュニケーショ
ン課題に関して、
課題中以外のやり
とりの重要性を感
じるため、職員で
カンファレンス内
でのテーマを重要
視していく。 
 

権利擁護に
ついての理
解と実践 

理事長にいただいた情報をもとに職員で情報共有をおこな
った。しかしそれはあくまでも受動的な吸収であり、能動
的にそこから先には踏み込めていない。 
【未達成】 

受動的に吸収でき
る理解に加え、職
員全員で能動的に
情報を獲得してい
く。 
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７ 多機能型事業所 THREE-P 
 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

多機能型事
業所 THREE-
Pの開設 

当初平成 31年４月から予定していたが、諸般の事情によ
り令和元年９月から多機能型事業所として開始となった。 
自立訓練については、年度途中からのということもあり利
用者１名での開始となった。高校とはタイミングが合わな
かったことに加えて、別の進路（就職・進学）が決まった
からという理由で利用予定が無くなるパターンも散見され
た。（実績：平均 1.0名） 
就労 B型については、強みでもあった高い工賃と複数の作
業場所という点と生かし、利用者を獲得することができ利
用者数を増やすことができた。（実績：平均 14.0名） 
 

自立訓練の定員を増
やしていくため、高
等学校と連携するた
めの枠組みつくりを
行うことと同時に、
その間支えていける
ように B型事業での
利用者数の確保。 

ボランティ
アの受入に
ついて 

各事業において、ボランティアに参加・協力を検討してい
たが、利用者数が増えたことによって作業場所が狭くなっ
たこと、対象者が少ない為外部講師としてのボランティア
を来年度以降に順延するなどにより、今年度期間中は実施
しないこととした。（実績：１名、令和元年８月自己都合
により終了） 
 

利用者数や作業場所
等の状況を見なが
ら、ボランティアの
参加を検討。 

イベント開
催 

諸般の事情による飲食店開業が令和２年４月からとなり今
年度中は開催を見合わせることとなった。（実績：０回） 

飲食店事業の運営が
落ち着いた段階で検
討。 
 

②
財
務
の
視
点 

事業収支の
安定 

自立訓練については、利用者が１名という中で実施が難し
いカリキュラムなどもある中で、スタッフが多い日などを
中心にグループワークなどの人数を要する内容を行うよう
にした。（実績：7.4%） 
就労 B型については、登録申請上定員数を 10名から 12名
に変更する必要があり、それに伴い稼働率を下方修正する
こととなった。また家庭の事情や入院等を理由に長期欠席
する利用者が複数名いたこともあり、数字としては伸び悩
む結果となった。（実績：４～８月 108.2%、９月～３月
97％） 
 

利用者の状況を見て
安定来所に繋げるた
めの支援を行いつ
つ、新規利用に繋げ
るための見学や広報
を行う。 

広報強化 開所式に合わせた建物紹介のパンフレットの作成、多機能
型への変更に伴う自立訓練パンフレットの調整、就労 B型
の工賃等の数字変更に伴う調整を行った。 

飲食店を含めた
THREE-P全体のパン
フレットへの統合検
討。 
 

飲食店の運
営 

諸般の事情及びスタッフ確保に手間取ったこともあり開店
が令和 2年 4月からとなった。令和元年 11月頃より開店
に向けたタイムスケージュールを作成。届け出や物品購入
等を進めると同時に試食会等を実施し開店準備を進めた。 
 

世情等を踏まえ顧客
数・売り上げ向上の
取り組みを実施。 

③
顧
客
の
視
点 

平均工賃の
向上 

企業との作業調整・これまで不定期で行っていた作業の定
期導入など各作業場の取り組みの成果により、目標として
は数字より高い平均工賃を達成することができた。（実
績：36,398円）しかし、２月頃より新型コロナウイルス
の影響が各企業でも見られ始めており、例年より繁忙期の
伸び率が悪いなどの不安材料がみられ始めていた。 
 

世情等を踏まえて、
まずは利用者の作業
確保を考え、合わせ
て工賃を維持できる
作業内容や参加形態
を検討する。 
 

企業との連
携 

施設外作業に参加している企業と相談し、これまで閑散期
で休みとなっていた時期の作業参加を検討・調整の結果、
行うことができた。また定期作業の追加を行うにあたり取
引企業との調整を行った。 

世情等を踏まえて、
まずは利用者の作業
確保を考え、合わせ
て工賃を維持できる
作業内容や参加形態
を検討する。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

③
顧
客
の
視
点 

井澤教授に
よるコンサ
ルテーショ
ン 
 

事業開始までの準備段階でのコンサルと開始後のコンサル
を実施。令和２年２～３月に実施検討していたが、新型コ
ロナウイルスもあり、開催を見合わせた。 

世情を踏まえ、落ち
着いた段階での開催
を検討。 

個々に合わ
せた相談対
応 

自立訓練については、個別訓練計画（有資格者がいれば加
算の対象となる取り組み）の導入を検討。来年度実施に向
けた項目の検討・書式の作成をおこなった。 
就労 B型は従来の月２回の振り返りを今年度も実施。利用
者数が増えたことにより時間の確保が難しくなったが、営
業日数の調整及び管理者を含めた人員配置の効率化により
振り返り機会の確保に努めた。 
 

来年度も定期的な面
談・相談対応を行え
る体制を確保しつ
つ、その中身につい
ても高めていくため
個々の利用者支援の
向上を図る。 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

ルーチンワ
ークの確立 

新たに始まった自立訓練における業務の標準化を図った。
並行して書面化し、スタッフ間で見直し等の検討を行うな
どの調整を図った。 

飲食店業務開始に伴
う新たな業務体系を
確立する。 
 

多機能型・
事業所移転
に伴う整理 

移転に伴う業務の見直しをスタッフ会議で検討・周知を図
り実施。送迎等の見直しや清掃の見直しなど日々の業務の
再検証を行った。 

業務が増える中で新
たな見直しや作成を
行う。 
 

業務の標準
化 

従来からあるすべてのマニュアルを移転に合わせて見直し
を実施。スタッフ会議での検討・周知を図った。 

検討・調整した内容
を踏まえて標準化を
図るため書面化す
る。 
 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

適正な人員
配置 

常勤数と業務に必要となる人員数とのバランスを踏まえ、
採用等検討。飲食店事業開始に伴う増員や自立訓練の減員
など適宜対処しつつ、常勤数を基準とした員数での事業運
営を行った。 

スタッフの状況や飲
食店の状況を踏ま
え、常勤数を念頭に
置いた員数につい
て、必要に応じて調
整を図っていく。 
 

法人研修 管理者会議の場にて法人研修に関する議題を挙げるが、時
期等を考慮し令和２年度以降の開始との結論が出た。 

福祉の基本となる人
を支える（支援す
る）といった内容
や、法人理念など組
織人としての研修を
他部署と合同で行う
機会を設けていきた
い。 
 

外部研修 正規スタッフを中心に外部の研修会（虐待防止・精神障害
者の就労・LD協会主催の発達障害の学びなど）へ派遣し
た。また大空主催で行われた外部講師を招いた研修会にパ
ートスタッフを派遣した。 

所属員の状況を踏ま
え、福祉の知識だけ
でない組織人として
必要な研修を取り入
れる。 
 

内部研修 外部研修で得た知識等をフィードバックする機会を設け、
事例検討などを取り入れた研修機会を設定した。 

フィードバックの機
会以外に、スタッフ
が講師役となり内部
研修（支援計画や権
利擁護等）を実施す
る機会を設定する。 
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８ 大空 
 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

地域交流へ
の積極的参
加 
 

今年度から新たに「愛の光こども園」との交流会（２回）
を実施したほか、地元神社の夏祭りに模擬店出店参加など
地域との交流を行った。また、南部公民館まつり等への参
加などこれまでの交流も実施できた。 

こども園や地元夏祭
りの交流は引き続い
て行うとともに、非
常時の炊き出し行事
も開催し、交流を進
めていく。 
 

広報活動 
 

８月に新たにパンフレットを 500部作成した。（コンセプ
ト：手に取りやすい大きさ、花いっぱい） 
見学・実習者や外部会議等にて配布した。また、「大空・
輝きだより」は２回発行し、家族や関係者に配布した。 
 

新たなパンフレット
を作成していく。次
年度、「大空・輝き
だより」は３回発行
する。 
 

②
財
務
の
視
点 

入居定数維
持 
（大空・な
ごみ） 

７月に大空利用者１名追加。大空及びなごみともに定数維
持ができている。 
週末帰省の利用者及び入院者がいたため、100％の利用率
とならず。 
 

現状を維持する。 

くつろぎの
再開 

利用者ニーズの把握に時間がかかったこと、及び世話人の
確保が難しかったことにより再開に至らなかった。 

相談支援事業所と連
携し利用者確保を行
う。 
世話人はシルバー人
材センター等へ依頼
し、 
次年度中に再開する
予定である。 
 

良質で安価
な生活用
品・機能訓
練機器・災
害時備品の
整備 
 

ベンチや整理棚等の日常生活用品を見積合わせしながら、
良質な備品を整備した。また、災害時のテント（小）や食
材なども同様に整備した。 

充足できていないた
め、鋭意揃えてい
く。 

③
顧
客
の
視
点 

一人ひとり
の暮らしに
着目した支
援 

それぞれの利用者のニーズや潜在的な力を引き出すため、
議論の時間を設け、また家族への聞き取りなどを行って、
心身機能等を勘案した実践的な支援を行ってきた。 

利用者個々の状況に
あわせ、これを継
続、充実させていく
ため、細かなニーズ
を把握していく。 
 

余暇支援の
充実 

喫茶・食事外出をはじめ、買い物や日帰り旅行、一泊旅行
など計画的に実施してきた。 
 

喫茶・食事・買い物
等の外出について
は、もっと頻度を上
げて実施していく。 
 

自立生活へ
のサポート 

歯科医による利用者全員の嚥下機能状態と評価を受け、支
援員による口腔マッサージ等の機能維持のための支援を実
施してきた。同様にセラピストによる身体機能の測定評価
も実施してリハビリを強化してきたが、数字で表す科学的
な機能評価はできなかった。 
 
 
 
 
 

生活力維持に必要な
嚥下機能の維持及び
向上への支援を強化
する。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

③
顧
客
の
視
点 

人生の最終
段階を考え
る 

看取りのあり方委員会を継続して開催してきたが、意識向
上等にはつながらなかった。 
同委員会において、当事業所における看取りの定義を作成
したので、これをもとに事業所の看取りを肉付けしていく
作業中である。また、在宅看取りのシンポジウムに参加し
た有志による看取り発信をしてきた。 
 

職員個々の看取りに
関する意識を向上さ
せるため、ＤＶＤを
使用した研修や実践
事業所の方のお話の
機会をつくることな
どの工夫をしてい
く。また、特養等と
の情報共有を図り、
連携していく。 
 

③
顧
客
の
視
点 

事業所の PR 新たなパンフレットを作成し、配布した。（再掲）また、
在宅看取りのシンポジウム等への参加、県内事業所での研
修会での説明等による PRを行ってきた。 

関係者・機関等向け
パンフレットを作成
するとともに広報し
ていく。 
 

高齢重度障
害者の支援
に特化した
サービスの
充実 

建物の活動場所や廊下等、十分な空間が確保出来ていない
状態であったため、談話室等あまり活用できていなかった
部屋を有効活用し、安心安全な活動を展開していった。 
 

談話室等の日常的使
用により建物全体を
有効活用していく。 
 

看取りに向けた当事業所内の組織の方向づくりを看取りの
あり方委員会を中心に行ってきた。 

嘱託医との連携や家
族への説明・看取り
の契約書作成につい
て取り組んでいく。 
 

本人の意思
決定を尊重
し、支援に
反映させる 

細かい観察の積み重ねによるニーズの把握、エンパワメン
トの視点による観察を続けてきた。また、個別支援計画策
定にあたり、複数の職員で議論し、支援内容等における現
実的な内容と齟齬のない計画書を作成してきた。 

継続するとともに、
個別支援計画やケア
会議などに利用者自
ら参画して作成して
いく。 
 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

業務の標準
化 

これまでに必要な手順書やマニュアルが画一化できずにい
たのを当事業所の業務マニュアルとしてまとめて整理し
た。このことにより、わかりやすいマニュアルとなり標準
化しやすくなった。 

整理できたマニュア
ル等の見直しを怠ら
ないことと共に必要
な都度新たに作成し
ていく。 
 

目的の共通
認識 

当事業所はグループホーム「大空」と生活介護「輝き」の
２事業で成り立っているが、これを一体的に運用している
ことが当事業所の特色である。この認識をもって事業推進
すべきであることをみんなで議論してきた。 

次年度は新たに「大
空輝き」のあり方検
討会及び戦略会議を
立ち上げ全員で議論
していく。 
 

会議の活性
化 

ファシリテーション研修を受講した職員がいるものの、そ
の職員はもともと自分の意見等が言える者であり、その他
の職員の意見が出せるような環境ができなかった。 
 

「なぜこうなのか」
等、考える会議づく
りを仕掛ける。 

災害時（長
期停電時）
の生活場所
の確保 

２・３階で生活する「大空」利用者の長期停電時等の継続
した活動場所を確保するため、同階の談話室を有効利用す
る必要があった。そこで、ワーキングチームを立ち上げ、
全職員を巻き込みながら生活空間の再編を計ってきた。 
 

新型コロナウイルス
対策でゾーニングし
てきたことから少し
ずつ出来つつある。
さらに充実させ災害
時対応に繋げていき
たい。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

④
業
務
プ
ロ
セ

ス
の
視
点 

大空の玄関
がない（活
動部屋に転
用してい
た） 
 

消防法上の問題解決を図り、導線を確保するため、パーテ
ーションによる間仕切りを行うとともに進入路を確保して
きた。 

今の状態を維持して
いく。 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

職員のスキ
ルアップ
（介護力・
支援力・倫
理観を高め
る） 

介護や虐待研修への参加、同業種事業所の見学の実施。 
また、外部講師を招へいしての研修の開催等をとおして事
業所全体のスキルアップに努めてきた。 

研修参加は継続（研
修会場に身を置いて
聴く、心で聴くこと
が身につく）また、
OJTにおいて、少数
ずつの GWにより意
見・思いを吐露する
機会を増やす。 

研修体制
（新人など
の）の確立 

さまざまな機関等から研修案内があるものの、勤務シフト
上、参加が難しい場合があった。事前に日程を押えたうえ
でのシフトづくりが必要であった。 

職員一人ひとりのス
キルに合わせた研修
内容の提示及び参加
の計画を立案してい
く。 
 

資格取得の
推進 

業務に関連する資格取得のための研修等について情報収集
しているが、マッチングできたのは少なかった。鋭意、情
報収集していく必要がある。また、介護福祉士等の資格取
得受講者がいるので、勤務の配慮が必要な場合はこれを優
先していった。 

資格を得ることは大
きな自信につながる
ため、資格取得につ
いては奨励していく
とともに勤務等につ
いて最大限配慮をし
ていく。 
 

目的の共通
認識 

通常業務（利用者支援）の意義について、会議にて資料を
作成して説明してきた。ある程度、自身のやるべき業務に
ついての認識が深まりつつある。 

職員全員で議論して
いくなかで相互の考
え方を理解していく
作業を行い、共通認
識の醸成に努めてい
く。 
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９ 輝き 
 

区分 重点課題 実施状況 次年度に向けて 

①
地
域
貢
献
の
視
点 

短期入所事
業の検討 

地域包括ケア構築の一翼を担う役割を果たし、地域の重度
障害者及びその家族の安心した生活を応援するため、関係
機関と連携して地域ニーズの把握を行うこととしたかった
ものの、実際的な動きはできなかった。 

短期入所事業につい
ては、法人としての
取り組みや考え方に
よることとするが、
地域ニーズを把握す
ると共に、今年度か
ら当事業所の今後の
方向性やあり方を皆
で考える為、戦略会
議を発足させ、その
中で提言できるよう
にしていきたい。 
 

通所利用者

増 

 

年度当初 3.6人であったが、年度平均 4.0人と微増した。
登録者数９人から 15人に増加した。新規開拓のための相
談支援事業所等の訪問を計画したものの実施できなかっ
た。現利用者の利用割合増による利用率アップはあった。 

通所定員６名。活動
場所の関係で、これ
を増やすことは難し
いかもしれないが、
新規開拓して登録者
数を増やし、平均利
用率を定数近くにま
で増やしていく。 
 

地元地域と

の交流事業

の推進 

こども園との交流２回実施、地元夏祭りへの模擬店出店参
加等、昨年度にない交流事業を実施してきたが、開設から
間もないため、地域住民の認知は低い。草刈り・溝掃除な
ど地道な付き合いについては参加してきたが、もっと継続
していく必要がある。 

今年度末に実施予定
であった、非常食紹
介・炊き出しを次年
度に開催し、地元の
方々が当事業所を訪
問する機会を作って
いくとともに積極的
に地域に出向く仕組
みを検討していく。 
 

②
財
務
の
視
点 

事業所稼働
率の向上(利
用者増) 

 

「大空」利用者の生活介護事業「輝き」利用は現行を推移
させることで利用率は確保できるが、通所利用者を大きく
増やすことができなかった。夏休み等のスポット利用増は
見られたが、その後は大きく伸びなかった。 

現利用者の利用日数
増及び新たな利用者
の獲得のため、関係
機関・団体等に向け
てセールスを活発に
行う。 
 

送迎実施に
よる利用者
増 

新たな利用者で送迎希望のある方は増加し、実施してい
る。原則、30分・15分以内としているが、利用ニーズに
より、これを少し超える場合でも送迎することとして実施
している。現在、送迎車両は大型車２台、中型車２台あ
り、有効的配車(効率的配車)ルートにて送迎している。 

送迎要員は４名で担
っているが、この職
員の負担が大きいた
め、全職員が送迎で
きるように工夫して
いくこととしてい
る。 
 

在宅障害者
のニーズの
把握 

利用へのマッチングは相談支援事業所及び特別支援学校経
由からの相談が多かった。当事業所から積極的に関係機関
等への訪問などができなかった。このため、在宅障害者の
把握ができなかった。 

次年度、当事業所に
おいて、あり方検討
会や戦略会議を立ち
上げることとしてお
り、その中で訪問等
によりニーズの把握
をしていくこととす
る。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

③
顧
客
の
視
点 

日中活動の
充実、プロ
グラム化 

これまで日中活動スペースが限られていたので、できるこ
とが限られていた。広間や談話室の有効活用化を図るなか
で徐々に活動が広がりつつあった。しかしプログラム化に
は至らなかった。 
また握力計・関節可動域向上等に必要な機能訓練機器を見
積合わせしながら、良質な備品を整備した。 
 

建物全体を使い日中
活動スペースの有効
活用化を推し進め
る。 

医療的ケア
の充実 

今年度から看護職 1名増員し、同資格者 3名体制とした。
このことにより、呼吸管理の必要な利用者の受け入れ(多
い月は週に３日利用)やその他にも胃ろうの方、たん吸引
が必要な方等、医療看護に比重の高い最重度者を受け入れ
することができた。 

活動室を広げ医療的
ケアの必要な利用者
が活動できるスペー
スを確保していき、
受け入れ態勢を強化
していく。 
 

安全な送迎
の 
実施 

安全運転意識の醸成のため、常に意識化した運転を心がけ
ている。とりわけ、大型送迎車両での後部乗車の際には車
椅子は揺れが大きくなるので細心の注意を払っている。 

次年度より、安全運
転指導のできる専門
員を配置し、職員の
安全運転について指
導願うこととしてい
る。 
 

自己実現の
場の提供 

創作活動や喫茶外出・買い物など、さまざまな日中活動、
日帰り旅行の実施等をとおして潤いのある生活ができるよ
う工夫してきたが、頻度は高くなく、もっと創意が必要で
あった。 

非常に難しいテーマ
ではあるが、重度利
用者の支援をしてい
る当事業所において
は職員がさまざまな
仕掛けをしていかな
いと前に進まないこ
とから、常に試行錯
誤し、歩みを止めな
い支援としていく。 
 

事業所の PR 当事業所が重度障害者の生活介護事業所であることは少し
ずつ認知されている。しかし、積極的に広報できていな
い。（再掲） 

積極的な広報の積み
重ねにより、地域包
括ケアの一員である
ことを周知して事業
所間のつながりを強
めていく PRを展開
していく。 
 

高齢重度障
害者の支援
に特化した
サービスの
充実 

重度障害者の行動特質に合わせ、「ゆっくりゆったり」を
テーマにしてきた。しかし、建物の活動場所や廊下等、十
分な空間が確保出来ていない状態であったため、談話室等
あまり活用できていなかった部屋を徐々に有効活用する工
夫を行ってきた。（再掲） 
 

談話室等の日常的使
用により建物全体を
有効活用し、それぞ
れの場所(空間)での
活動に合わせて「ゆ
っくりゆったり」を
実現させていく。 
 

本人の意思
決定を尊重
し、支援に
反映させる 

細かい観察の積み重ねによるニーズの把握、エンパワメ
ントの視点による観察を続けてきた。また、個別支援計画
策定にあたり、複数の職員で議論し、支援内容等における
現実的な内容と齟齬のない計画書を作成してきた。 
（再掲） 

これを継続するとと
もに、個別支援計画
やケア会議などに利
用者自ら参画して作
成していく。 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

④
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点 

業務の標準
化 
 

これまでに必要な手順書やマニュアルが画一化できずにいた
のを当事業所の業務マニュアルとしてまとめて整理した。こ
のことにより、いつでも手元にわかりやすいマニュアルとな
り標準化しやすくなった。（再掲） 

整理できたマニュ
アル等の見直しを
怠らないことと共
に必要な都度新た
に作成していく。 
 

目的の共通
認識 

当事業所はグループホーム「大空」と生活介護「輝き」の２
事業で成り立っているが、これの一体型が当事業所の特色で
あり、一つの事業所であるという認識をもって事業推進すべ
きであることをみんなで議論してきた。（再掲） 

次年度は新たに
「大空輝き」のあ
り方検討会及び戦
略会議を立ち上げ
全員で議論してい
く。 
 

会議の活性
化 

ファシリテーション研修を受講した職員がいるものの、その
職員はもともと自分の意見等が言える者であり、その他の職
員の意見が出せるような環境ができなかった。（再掲） 

「なぜこうなの
か」等、考える会
議づくりを仕掛け
る。 
 

⑤
学
習
と
成
長
の
視
点 

職員のスキ
ルアップ
（介護力・
支援力・倫
理観を高め
る） 

介護や虐待研修への参加、同業種事業所の見学、 
また、外部講師を招へいしての研修の開催等をとおして事業
所全体のスキルアップに努めてきた。（再掲） 
 
 
 
 
 

研修参加は継続
（研修会場に身を
置いて聴く、心で
聴くことが身につ
く）また、OJTに
おいて、少数ずつ
の GWにより意見・
思いを吐露する機
会を増やす。 
 

研修体制
（新人など
の）の確立 

さまざまな機関等から研修案内があるものの、勤務シフト
上、参加が難しい場合があった。事前に日程を押えたうえで
のシフトづくりが必要であった。（再掲） 
 
 

職員一人ひとりの
スキルに合わせた
研修内容の提示及
び参加の計画を立
案していく。 
 

資格取得の
推進 

 業務に関連する資格取得のための研修等について情報収集
しているが、マッチングできたのは少なかった。鋭意、情報
収集していく必要がある。また、介護福祉士等の資格取得受
講者がいるので、勤務の配慮が必要な場合はこれを優先して
いった。（再掲） 

資格を得ることは
大きな自信につな
がるため、資格取
得については奨励
していくとともに
勤務等について最
大限配慮をしてい
く。 
 

目的の共通
認識 

通常業務（利用者支援）の意義について、会議にて資料を作
成して説明してきた。ある程度、自身のやるべき業務につい
ての認識が深まりつつある。（再掲） 

職員全員で議論し
ていくなかで相互
の考え方を理解し
ていく作業を行
い、共通認識の醸
成に努めていく。 
 

虐待防止へ
の取り組み 

虐待への認識について常に振り返りとチェックが必要である
ことから、セルフチェックシートによるチェックを２回実施
し、公表して互いの認識及び振り返りの作業を行った。ま
た、月２回の会議の場で虐待と思われるケースについて議論
する機会を作っていった。外部講師派遣による研修会では
GWを行い、講師のアドバイスを受けることとして実施した
ところ、この研修についての評価が非常に良かった。（再
掲） 

外部講師を招へい
しての研修につい
ては次年度も開催
予定。また、普段
の支援業務等から
何気ない支援がそ
れでいいのかな 
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区分 重点課題 実施状況 次年度へ向けて 

 虐待防止へ
の取り組み 

 ど、職員間での意
見交換とともに会
議に挙げて話し合
う機会を多くして
いく。 
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１０ 受託事業関係事業報告書 

 
各事業の実施状況 
（１）障害者等相談支援コーディネート事業 

・圏域内の市町間及び圏域間の相談支援体制等の連携・調整 
・市町相談支援体制の後方支援 
・上記のほか、本県の相談支援体制等の構築・充実に資する業務 

  
上記の内容について以下の通り事業を実施した。 

 
 件数 

区    分 

助言・指導の区分 

合 計 
相談支援体
制 等 の 構
築・運営に
必 要 な 助
言・指導 

相談支援ケ
ースへの対
応等に必要
な助言・指
導 

その他 

相談 
関係 

①指定相談支援事業所従事者 １８６ ２３ ５３ ２６２ 

②市町職員 
（障害福祉担当課に限る） 

５０ １７ ３ ７０ 

③上記以外の相談支援関係者 
（例：障害者相談員、民生委員等） 

１５ １ ４ ２０ 

④保健・福祉関係者（市町職員含む） ２６ ０ ４ ３０ 

⑤教育関係者（市町職員含む） ７ １ １ ９ 

⑥労働関係者 
（ハローワーク等行政関係者） 

０ ０ ０ ０ 

⑦企業等 ０ ０ ０   ０ 

⑧障害福祉サービス事業者等 ９２ １２ ２４ １２８ 

⑨その他 
（病院等） 

１ ０ １５ １６ 

⑩障害者本人 １ １ １ ３ 

⑪障害者の家族等 ２ ９ ０ １１ 

合 計 ３８０ ６４ １０５ ５４９ 
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相談支援体制等の構築・充実に向けた独自の取組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
相談支援体制等の構築・充実に向けた課題・今後必要となる取組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北播磨圏域の５市１町で運営している北播磨障がい福祉ネットワーク会議で市町部会、相談

支援部会、就労支援部会、発達障害支援部会を設置し、各部会でさまざまな取り組みを行って

きた。特に相談支援部会については、圏域内の全ての事業所を対象に実態把握のためにアンケ

ート調査を実施し、相談支援事業所の抱えている課題を明確にしてきた。次年度以降、アンケ

ート調査の結果を分析し、どのような取り組みを行えば安定した相談支援体制を作ることがで

きるか、市町担当者とともに協議していくことが必要であると考える。圏域コーディネーター

としては、相談支援体制の整備のために必要な情報を提供したり、具体的な助言ができるよう

にしていきたいと考えている。 

圏域研修では精神障害者支援体制加算につながるようにするために、加東健康福祉事務所と

協力して内容を検討し、すべての相談支援事業所に参加を呼び掛けて研修を実施した。グルー

プワークも取り入れたことで、顔の見える関係づくりができたことと、それぞれの事業所で抱

えている課題について情報共有できたのではないかと思う。 

精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの推進については、北播磨圏域にある精神科

病院から情報提供を行ってもらい、事例検討を行っていく中で、地域移行・地域定着支援につ

ながっていく可能性が高い入院患者から取り組んでいくという流れができたことは一歩前進

と言えるかもしれない。 

 相談支援体制の構築については、まだまだ先が見えている状態ではない。地域生活支援拠点

の整備についても遅々として進んでいない状況に変わりはない。各市町がどのような形で整備

をしようとしているのか全く見えてこない。 

 相談支援体制の整備についても、各市町で基幹・委託相談支援事業は実施しているものの、

実態としてアンケート調査の結果からも見えてきた各相談支援事業所が抱えている課題につ

いて、どちらかというと事業所任せになっている状況は変わらず、相談支援事業がきっちりと

根付いていくための方策もない現状である。令和２年度以降、相談支援従事者研修も新カリキ

ュラムになることから、相談支援体制をどのように整えていくのか各市町で検討する場を早急

に設置していくことが求められる。 
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（２）障害児等療育支援事業 
・ゆたか会スタッフを必要に応じて配置し、主に北播磨圏域在住の「知的障害児・者」「身体障害
児」「重症心身障害児・者」とその家族の方々に対して「訪問療育等指導事業」「施設支援一般
指導事業」の２事業を実施。 

 
①在宅支援訪問療育等指導事業 

   事業実施件数（Ａ＋Ｂ）Ⅰ       ４６０件 

   再委託先実施件数   Ⅱ         件 

         合  計    Ⅰ＋Ⅱ           ４６０件 

    事業委託件数          ４６０件 

 

   (うち再委託件数                          件) 

 

 

 

 

 

 

 

 

巡 

 

 

 

 

 

 

 

回 

 

 

 

 

 

 

 

相 

 

 

 

 

 

 

 

談 

巡 回 相 談 従 事 職 員 の 状 況 

 職 種 施 設 長 医  師 看護師 理学療法士 作業療法士 指 導 員 保 育 士 そ の 他 

 （実人員） 
 延従事件数 

(   １人) 
    ９件 

(  １人) 
   ５件 

(   ２人) 
    ４７件 

(   １人) 
  ４０件 

(   １人) 
    ２３件 

(    人) 
    件 

(   １人) 
  ８件 

(   ７人) 
  ３２８件 

計 実人員（  １４人）       延従事件数      ４６０件 

 
 
家 
庭 
巡 
回 
相 
談 

家 庭  巡 回 相 談 対 象 障 害 児 （ 者 ） の 障 害 種 別 

 
区 分 

身 体 障 害 児 知的障害児（者） 重症心身障害児(者) その他 
 
障害児 視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 内部障害 18歳未満 18歳以上 18歳未満 18歳以上 

（実人員） 
延相談 
件 数 

(    人) 
 
     件 

(     人) 
 
   件 

(     人) 
 
   件 

(     人) 
 
   件 

(   ２人) 
 
 １４件 

(   ８人) 
 
 ６４件 

(  ２人) 
 
 ７件 

( ９人) 
 
４１件 

(２６人) 
 
２８７件 

計 実人員（ ４７人）       ①延相談件数  ４１３件 

 
地 
 
 
域 
 
 
巡 
 
 
回 
 
 
相 
 
 
談 

地 域 巡 回 相 談 実 施 か 所 種 別 

区  分 保育所 幼稚園 学  校 作業所 施  設 行政機関 その他 計 

（ か所） 
開 催 数 

(   か所) 
      回 

(   か所) 
      回 

(  か所) 
     回 

(   か所) 
      回 

(   か所) 
     回 

(   か所) 
      回 

(   か所) 
      回 

(   か所) 
      回 

地 域  巡 回 相 談 対 象 障 害 児 （ 者 ） の 障 害 種 別 

 
区 分 

身 体 障 害 児 知的障害児（者） 重症心身障害児(者) その他 
 
障害児 視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 内部障害 18歳未満 18歳以上 18歳未満 18歳以上 

（実人員） 
延相談 
件 数 

(    人) 
 
   件 

(     人) 
 
   件 

(     人) 
 
   件 

(     人) 
 
   件 

(    人) 
 
  件 

(   人) 
 
  件 

(     人) 
 
   件 

(    人) 
 
  件 

(  人) 
 

 件 

計 実人員（   人）       ②延相談件数     件 

  Ａ 巡件相談事業実施件数 （①＋②）    ４１３件 

 
 
 
訪 
問 
に 
よ 
る 
健 
康 
診 
査 

健 康 診 査 従 事 職 員 の 状 況 

職 種 医  師 看護師 知的障害者福祉司 保健婦 その他 計 

（実人員） 
延従事件数 

(    １人) 
       ５件 

(     ２人) 
     ４２件 

(        人) 
         件 

(        人) 
         件 

(      人) 
         件 

(   ３人) 
     ４７件 

 
区  分 

健康診査対象者の障害種別 健 康 診 査 の 内 容 

重度知的障害者 重症心身障害者 計 健康診査・保健指導 生活指導・介護指導 その他相談指導 計 

（実人員） 
 
延健診件数 

(     人) 
 
       件 

( １５人) 
 
 ４７件 

(１５人) 
 
  ４７件 

( １５人) 
 

  ４７件 

(       人) 
 
        件 

(       人) 
 
        件 

(   １５人) 
 

  ４７件 

   Ｂ 訪問による健康診査 延健康診査件数       ４７件 
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②施設支援一般指導事業  

事業実施件数（各棄Ａの計）  Ⅰ  １００件 

再委託先実施件数（各棄Ａの計）Ⅱ     件 

    合 計      Ⅰ＋Ⅱ  １００件 

 事業委託件数      １００  件 

 

（うち再委託件数           件）  

 
（３）加西市障害児タイムケア事業 

 加西特別支援学校の小学部～高等部在籍の児童について、放課後および長期休暇期間の預かりを実施。 
（利用にあたっては保護者が就労している等の条件あり） 
 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

在籍者数 ６ ５ ５ ７ ８ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５  

開所日数 １９ １９ ２０ ２２ １８ １９ ２１ ２０ ２０ １９ １８ ２１ 236 

延利用者数 ７２ ７０ ６９ ９５ 117 ６９ ７３ ７０ ７１ ６２ ６３ ８０  911 

 
 

（４）加西市基幹相談支援センター事業 
※別紙資料参照 

 
（５）発達障害者支援センター ブランチ事業 

※別紙資料参照 
 

（６）加西市第２層生活支援コーディネート事業 
※別紙資料参照 

 
 
 

     

34



（別紙資料） 
（４）加西市基幹相談支援センター事業 
 

平成３１年度 加西市基幹相談支援センターやすらぎ 事業報告資料 
 

１ 相談件数について                                    

（１）委託相談支援事業 

①相談件数の推移 

   月別相談件数（延件数）                                  単位：件 

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

1009 1043 992 1011 854 958 1047 1016 975 944 887 1217 11,953 

②相談実人数の内訳 

   実人数（新規・継続）について                           単位：人 

 

（２）生活困窮者就労準備支援等事業及び生活保護適正化等事業 

①相談件数の推移 

   月別相談件数（延件数）                             単位：件 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

167 169 120 147 119 151 195 184 195 133 102 155 1,837 

②相談実人数の内訳 

   実人数（新規・継続）について                          単位：人 

項目 実人数 身体障害 重症心身 知的 精神 発達 高次脳 難病等 その他 

新規 20 2 0   0 3 0 0 1 14 

継続 72 6 0 10 29 8 0 1 18 

計 92 8 0 10 32 8 0 2 32 

 

 

２ 地域ネットワーク及び啓発事業について                                       

（１） 地域ネットワーク構築 

  ①加西市内におけるネットワーク 

ⅰ）加西市障害者自立支援協議会 

ⅱ）相談支援連絡会 

ⅲ）高齢・障がい者支援連絡会 

ⅳ）あんしん暮らし支援連絡会 

ⅴ）ひきこもり支援連絡会（すまいるリンクネットワーク連絡会） 

ⅵ）加西市中高連携支援連絡会 

ⅶ）就Ｂ連絡会 

ⅷ）加西市障害者就業・生活支援ネットワーク会議 

ⅸ）みんなの福祉フェスタ実行委員会 

②北播磨圏域におけるネットワーク 

ⅰ）北播磨障がい福祉ネットワーク会議 

（２） 啓発事業 

①社会参加支援事業の実施 

②イオンイベント 

③講演会 

 実人数 身体 重症心身 知的 精神 発達 高次脳 難病等 その他 

新規 94 15 3 10 13 19 1 1 32 

継続 562 82 17 174 166 75 2 5 41 

計 656 97 20 184 179 94 3 6 73 
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（別紙資料） 
（５）発達障害者支援センター ブランチ事業                  

 
平成 31年度 ひょうご発達障害者支援センター 加西ブランチ 

（担当圏域：北播磨、丹波）事業報告資料 
 
１ 重点的取り組みに対する総括 
（１）市町の発達支援体制整備に向けた取り組み 
  前年度から引き続き、「行政版サポートファイルの効果検証」を調査・研究事業のテーマに挙げ、今年度
は、調査協力市町である「多可町 障害者総合支援協議会 発達障害支援部会」や「丹波篠山市 地域自立支
援協議会 こども部会 兼 発達障害児等支援連絡会議」の場で結果報告を行った。調査結果の総括として
は、行政版サポートファイルの有用さが認められ、保護者や支援機関からのニーズも高く、縦横連携にも役
立っていることが示された。一方、課題としては、子育てに孤立感を感じている保護者への支援や支援者の
負担削減、ファイルの機動性の確保、内在化する問題への対応を担う支援者の育成などが挙げられた。今回
の調査・研究をもとに、丹波篠山市では、関係機関や一般の保護者向けにも報告会を実施され、市全体の 10
年間の支援体制整備に向けた取り組みを振り返り、現在地点を確認する機会となった。 

   
（２）ひきこもり支援体制の検討 

北播磨障がい福祉ネットワーク会議 発達障害支援部会」において、前年度から引き続き「ひきこもり支援」
をテーマとし、今年度は「本人が相談につながった後の支援やリソース」について検討する場となった。  
部会内容としては、加西市基幹相談支援センターからの実践発表後に、「本人が相談につながった後、地域

で何ができるか」を市町別に討議を行い、兵庫県立大学 看護学部 精神看護学 川田美和准教授から指導助言
をいただいた。 
部会を通して、発達障害支援体制をベースにひきこもり支援に関連する会議も開催されている市町では、複

数機関がチームとなり支援を考えるというシステムの基盤が確認できた。一方で、他の市町では、不登校など
学生の間では、行政版サポートファイル等で縦の引継ぎは行われるが、その後の繋ぎの難しさが課題として挙
げられた。どの市町でも「顔の見える連携の場」として意見交換が活発に行われ、ひきこもり支援においても
連携が重要であることが共有できた。  

 
２ 事業実施状況 
（１）普及啓発・研修 

① 研  修  実施回数（実 ２回 延９回 参加者数 76人） 
② 講師派遣  実施回数（延 22件 延参加人数 781人） 

（２）コンサルテーション 
    ① 関係機関へのコンサルテーション  実施回数（実 ８か所  延 23件） 
    ② 家庭療育支援講座         実施回数（実 ４か所  延 32件）  
（３）相談支援 

① 相談支援 (実 176人 延 900件）    
② 発達支援 （実  15人 延  16件) 
③ 就労支援 （実  10人 延  50件） 
発達障害特性について就労先へ情報提供を依頼される相談が増えた。その場合は、就労先との連携を図り       
ながら対応している。 

（４）機関連携 
① 発達障害者支援体制の整備及び機関連携のためのネットワーク会議等への出席 実施回数（延 20件）   
② 個別調整会議 実施回数（延 59件）  

（５）調査・研究 
    「行政版サポートファイルの効果検証」をテーマに、保護者と支援機関を対象にアンケート調査を実施し、

今年度は、調査協力を依頼した多可町、丹波篠山市で開催される「発達障害等支援連絡会議」にて結果を報
告した。今回の調査結果をもとに、次年度の「北播磨障がい福祉ネットワーク会議 発達障害支援部会」に
おいて、運用されてから約 10 年経つサポートファイルについて、各市町での取り組みを振り返り、検討す
る場とする。 
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（別紙資料） 
（６）加西市第２層生活支援コーディネート事業 
 

令和元年度 加西市生活支援コーディネート業務（第２層）事業報告資料 
 

 
１ 活動報告 
   

期間：令和元年 10月１日～令和２年２月１日 
活動 

フェーズ 
実施内容 進捗状況 課題 

加西市生活支
援体制整備事
業について住
民との合意形
成 
 

既存の地域資源の把
握や、それぞれの資
源の課題等を住民と
共に表面化し互助機
能強化の基盤 

・生活支援体制整備事
業のチラシを作製 

・区長会等での説明 
・老人会等へのあいさつ 

実際にできることが提示でき
ていないので、理解には至ら
ない。 
一部の役員等への説明にとど
まっている。 

地域課題の
把握 

アンケートや聞き
取り調査等 

西ありた地区でのふるさ
と創造会議の事業計画に
基づき移動支援について
の全戸調査実施 

課題の抽出には有効だが出
てきたデータを地域活動に
どうつなげていくかは不透
明。 
調査等では、後期高齢者や
認知症等支援が必要な人の
実態が見えてこない。 
３層や多領域との連携が必
要であると考える。 
 

 
２ 今後の方向性 
   活動のコアになる会議等へ参画していく。西ありた地区では、次年度よりふるさと創造会議の常

任理事になるので、積極的に提案等しながら進めていきたい。他の地区では協議の場に入る糸口が
見つからないので、地域に出向くことから始め参加の場を広げていきたいと考える。 

 
３ 生活支援体制整備事業を進めていくにあたり提案 
  ・総合事業・生活支援体制整備事業の説明を地域で行う機会を作る 
    →新しく機会を設けるわけではなく、既存の会議等に参加する 
    →各町役員・民生児童委員・ふるさと創造会議等どのような場が適切で 

あるかを検討し、１層・２層コーディネーターで協力し事業について 
の理解を深める 

  ・総合事業・生活支援体制整備事業の説明を行いながら、地域の実情把握 
と課題抽出を進める場づくりにつなげていく 
→コーディネーターだけでは難しい。協議体メンバーの協力のもと実施 
していきたい。 
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